
青森県指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所指定事務取扱要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号。以下「施行規則」という。）

に定めるもののほか、指定障害児入所施設（法第２４条の２第１項に規定する指定を

いう。）及び指定障害児通所支援事業者（法第２１条の５の３第１項に規定する指定

をいう。）の指定等に関し必要な事項を定める。 

 

（指定の申請等） 

第２条 法第２４条の９第１項及び法第２１条の５の１５第１項の規定による申請は、

様式第１号による指定申請書により行うものとする。 

２ 法第２４条の２第１項の規定により指定障害児入所施設の指定を受けた者及び法

第２１条の５の３第１項の規定により指定障害児通所支援事業所の指定を受けた者

は、その旨を当該指定に係る指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所の

見やすい場所に標示するものとする。 

３ 法第２４条の１３第１項及び法第２１条の５の２０第１項の規定による申請は、

様式第１－３号による指定変更申請書により行うものとする。 

４ 児童発達支援事業、放課後等デイサービス事業及び障害児入所施設に係る第１項

及び第３項による申請は、申請の前に様式第１－１号による事前協議を行うものと

する。 

 

（指定の更新） 

第３条 法２４条の１０第１項及び法２１条の５の１６第１項の規定による更新の申

請は、様式第１－２号による指定更新申請書により行うものとする。 

 

 （変更の届出等） 

第４条 法第２４条の１３第３項の規定による届出は、施行規則第２５条の２２に掲

げる事項の変更に係るものにあっては様式第２号の変更届出書により行うものとす

る。 

２ 法第２１条の５の２０第３項の規定による届出は、施行規則第１８条の３５に掲

げる事項の変更に係るものにあっては様式第２号の変更届出書により、休止した当

該指定通所支援事業所の再開に係るもの及び同条第４項の規定による届出は、様式

第３号の廃止・休止・再開届出書により行うものとする。 

３ 法第２４条の１４の規定による届出は、様式第４号の指定辞退届出書により行う

ものとする。 

 

 （市町村等への情報提供） 

第５条 知事は、法第２４条の９第１項及び法第２１条の５の１５第１項の規定によ

る指定、法第２４条の１０第１項及び法第２１条の５の１６第１項の規定による指

定の更新、法第２４条の１３第３項及び法第２１条の５の２０第３項の規定による

届出の受理、法第２４条の１７及び法第２１条の５の２４第１項の規定による指定

の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止（以下「指定等」という。）をし

たときは、市町村その他の機関に対して、当該指定等に係る指定障害児入所施設及び

指定障害児通所支援事業所の設置者に係る次に掲げる事項を通知することができる。 

 (1) 当該指定等に係る指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所の名称及

び所在地 

 (2) 当該指定等を行った年月日 

 (3) 当該指定等に係る指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所の運営規



程 

 (4) 当該指定等に係る指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所の指定事

業所番号 

２ 前項に規定するもののほか、知事は、法第２４条の１７及び法第２１条の５の 

  ２４第１項の規定による指定の取消し又は法第２４条の１４の規定による指定の辞

退の届出の受理をしたときは、指定等に係る事務を行う他の都道府県、指定都市（地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市を

いう。）又は中核市（地方自治法第２５２条の２２第１項に規定する中核市をいう。）

に対し、当該施設又は事業者の代表者及びその役員等（法第２１条の５の１５第２項

第８号に規定する役員等をいう。）の氏名、生年月日及び住所を通知することができ

る。 

３ 知事は、第１項の通知に係る事務の全部又は一部を他の機関に委託することがで

きる。 

  

 （公示） 

第６条 知事は、法第２４条の１８及び法第２１条の５の２５の規定に基づき、次に

掲げる事項を公示するものとする。 

 (1) 指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所の指定をしたとき。 

 (2) 指定障害児通所支援事業所の廃止の届出があったとき。 

 (3) 指定障害児入所施設の指定の辞退があったとき。 

 (4) 指定障害児入所施設及び指定障害児通所支援事業所の指定を取り消したとき。 

 

（実施細目） 

第７条 この要領に規定するもののほか、指定障害児入所施設及び指定障害児通所支

援事業所の指定等に関し必要な事項は、知事が別に定める。  

  

 （施行のために必要な準備） 

第８条 知事は、この要領の施行日前においても、指定障害児入所施設及び指定障害

児通所支援事業所の指定等に関し必要な業務を行うことができる。 

 

  附則 

 この要領は、平成１８年１０月１日から施行する。 

 

   附則（平成２１年３月２３日付青障第２５７０号一部改正） 

  この要領は、平成２１年４月１日から施行する。  

 

  附則（平成２４年３月２７日付青障第１２４３６号一部改正） 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

  附則（平成２４年７月３０日付青障第１１５４１号一部改正） 

 この要領は、平成２４年７月３０日から施行する。 

 

  附則（平成３０年３月１５日付青障第１５１６号一部改正） 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

  附則（令和３年１月７日付青障第１１８３号一部改正） 

 この要領は、令和３年１月７日から施行する。 


